
平成２２事業年度財務諸表

（ 保 険 勘 定 ）

独立行政法人福祉医療機構



（保険勘定） （単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 64,980,473
金銭の信託 61,159,254,981
未収入金 730

流動資産合計 61,224,236,184
Ⅱ 固定資産

1 有形固定資産 0
建物 245,600
減価償却累計額 △ 47,361 198,239

車両運搬具 177,136
減価償却累計額 △ 81,592 95,544

工具器具備品 9,808,893
減価償却累計額 △ 5,116,178 4,692,715

有形固定資産合計 4,986,498
2 無形固定資産

ソフトウェア 2,926,748
無形固定資産合計 2,926,748
固定資産合計 7,913,246
資産合計 61,232,149,430

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 60,799,260
未払金 3,104,012
未払費用 1,584
預り金 555,716
その他 688,576

流動負債合計 65,149,148
Ⅱ 固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金 5,413,407

その他（長期リース債務） 1,811,263
固定負債合計 7,224,670 7,224,670

Ⅲ 法令に基づく引当金等 0
心身障害者扶養保険責任準備金 72,257,814,984

法令に基づく引当金等合計 72,257,814,984
負債合計 72,330,188,802

純資産の部 0
Ⅰ 繰越欠損金

当期未処理損失 △ 11,098,039,372
（うち当期総損失） (△ 1,463,148,030)
繰越欠損金合計 △ 11,098,039,372
純資産合計 △ 11,098,039,372
負債純資産合計 61,232,149,430

金      額科      目

貸  借  対  照  表
（平成23年3月31日）



（保険勘定） （単位：円）
金　　額

経常費用
心身障害者扶養保険業務費

人件費 46,360,667
支払保険料 9,051,516,900
給付金 12,044,474,900
心身障害者扶養保険業務経費 22,378,266
減価償却費（扶養保険業務経費） 2,803,701 21,167,534,434

一般管理費
人件費 23,617,341
管理経費 10,765,466
減価償却費（一般管理費） 455,477 34,838,284

経常費用合計 21,202,372,718
経常収益

運営費交付金収益 103,801,665
心身障害者扶養保険事業収入

受取保険料 9,051,516,900
保険金 12,736,214,900
金銭の信託等運用益 167,752,539 21,955,484,339

資産見返運営費交付金戻入 2,543,562
雑益 35,691
経常収益合計 22,061,865,257

経常利益 859,492,539
臨時損失

心身障害者扶養保険責任準備金繰入 2,322,640,569 2,322,640,569
当期純損失 1,463,148,030
当期総損失 1,463,148,030当期純利

損  益  計  算  書
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

科　　目



（保険勘定） （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

心身障害者扶養保険に係る保険料納付による支出 △ 9,051,516,900

心身障害者扶養保険に係る給付金による支出 △ 12,044,474,900

人件費支出 △ 70,216,186

その他の業務支出 △ 31,956,547

運営費交付金収入 117,924,000

心身障害者扶養保険に係る保険料受取による収入 9,051,516,900

心身障害者扶養保険に係る保険金受取による収入 12,736,214,900

その他の業務収入 35,561

業務活動によるキャッシュ・フロー 707,526,828

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 772,029

無形固定資産の取得による支出 △ 94,078

金銭の信託の増加による支出 △ 12,638,400,000

金銭の信託の減少による収入 11,946,660,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 692,606,107

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の償還による支出 △ 715,616

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 715,616

Ⅳ 資金増加額 14,205,105

Ⅴ 資金期首残高 50,775,368

Ⅵ 資金期末残高 64,980,473

区 分 金 額

キャッシュ・フロー計算書
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）



（保険勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処理損失 11,098,039,372

当期総損失 1,463,148,030

前期繰越欠損金 9,634,891,342

Ⅱ 損失処理額 －

Ⅲ 次期繰越欠損金 11,098,039,372

科 目

損失の処理に関する書類 
（平成23年9月28日）

金 額



(保険勘定) (単位：円)

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

心身障害者扶養保険業務費 21,167,534,434

一般管理費 34,838,284 21,202,372,718

(2) （控除）自己収入等

心身障害者扶養保険事業収入 △ 21,955,484,339

雑益 △ 35,691 △ 21,955,520,030

業務費用合計 △ 753,147,312

Ⅱ 損益外減価償却相当額 －

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 －

Ⅳ 引当外賞与見積額 △ 31,248

Ⅴ 引当外退職給付増加見積額 23,429,655

Ⅵ 機会費用

　政府出資等の機会費用 －

Ⅶ (控除)法人税等及び国庫納付額

　国庫納付額 －

Ⅷ 行政サービス実施コスト △ 729,748,905

行政サービス実施コスト計算書
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

科 目 金            額



注記 
 
１．重要な会計方針 
 
当事業年度より、独立行政法人会計基準（「独立行政法人会計基準の改訂について」（独立行政法人会

計基準研究会、財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 平成 22年 10月 25日）及び「『独

立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務省

主計局、日本公認会計士協会 平成22年 11月））を適用しております。 

 
（１）運営費交付金収益の計上基準 
      費用進行基準を採用しております。 

事業の性格上、国の政策に即して柔軟かつ継続的に業務運営を実施する必要があるとともに、年度

途中において景気の変動を要因とした業務量の変化や新たな業務の取組みが求められることから、年

度計画において業務の達成度を測る定量的指標を設定すること、また、一定の期間の経過を業務の進

行と見なすことが困難であるため、業務達成基準及び期間進行基準を採用せずに、費用進行基準を採

用しています。 
（２）減価償却の会計処理方法 
  ① 有形固定資産 
     定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 
        建物              １５年 
        車両運搬具        ６年 
        工具器具備品      ３～８年 
  ② 無形固定資産 
      定額法を採用しております。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可

能期間（５年）に基づいております。 
（３）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計

上しておりません。厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金

基金への掛金および年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は

計上しておりません。 
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第３８に基

づき計算された退職一時金等に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 
（４）法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準 

心身障害者扶養保険責任準備金については、独立行政法人福祉医療機構の業務運営並びに財務及び

会計に関する省令（平成15年 9月 30日厚生労働省令第148号）及び独立行政法人福祉医療機構の業

務運営並びに財務及び会計に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める算定の方法について

（平成20年 3月 28日社援発第0328068 号厚生労働省社会・援護局長通知）に基づき算出した額を計

上しております。 

（５）賞与引当金の計上基準 
賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上しておりません。 

（６）金銭の信託の評価基準及び評価方法 
時価法によっております。 

（７）リース取引の処理方法 

リース料総額が3,000,000 円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 



リース料総額が3,000,000 円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

（８）消費税等の会計処理 
      消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 
 

（重要な会計方針の変更） 
（１）資産除去債務に係る会計処理  

当事業年度より、「独立行政法人会計基準」第39 資産除去債務に係る会計処理並びに「資産除去

債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成 20年 3月 31日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成 20年 3月 31日）を適用しております。 

この結果、損益に与える影響はありません。 

（２）不要財産に係る国庫納付等に伴う資本金等の減少に係る会計処理 

当事業年度より、「独立行政法人会計基準」第98 不要財産に係る国庫納付等に伴う資本金等の減

少に係る会計処理を適用しております。 

この結果、損益に与える影響はありません。 

 
２．重要な債務負担行為 
    翌事業年度以降に支払いを予定している債務負担行為額は、6,871,514円となっております。 
 
３．重要な後発事象 
    該当事項はありません。 
 

４．固有の表示科目の内容 

勘定科目 内   容 

心身障害者扶養保険責任準備金 独立行政法人福祉医療機構の業務運営並びに財務及び会計に関する

省令（平成15年厚生労働省令第148号）第15条第2号の規定に基づ

き、事業年度末現在における年金受給者について将来支給する年金の

現価相当額から、当該年金受給者に係る年金の支払いに充当すべき将

来の保険金収入の現価相当額を控除した額を、毎事業年度末において

心身障害者扶養保険責任準備金として計上しております。 

支払保険料 生命保険会社に支払う基本保険料及び特例基本保険料を計上してお

ります。 

給付金 ・保険加入者（保護者）の死亡により障害者に支払う年金 

・保険契約を1年以上継続して、保険加入者の生存中に心身障害者が

死亡した場合の支払保険金及び契約を脱退したとき支払う保険金（弔

慰金給付保険金） 

・被保険者が保険約款第 16 条の年金給付保険金の支払制限に該当し

た場合（告知義務違反）に支払う既払込保険料相当額（特別弔慰金給

付金） 

以上の合計額を計上しております。 

受取保険料 ・都道府県、指定都市からの受取保険料収入 

・都道府県、指定都市からの特例受取保険料収入 

以上の合計額を計上しております。 



保険金 ・保険加入者（保護者）が死亡した場合の生命保険会社からの保険金

・都道府県、指定都市からの特例保険金収入 

・弔慰金給付保険金支払のため、生命保険会社からの受入金 

・特別弔慰金給付金の支払のため、生命保険会社からの受入金  

以上の合計額を計上しております。 

心身障害者扶養保険責任準備金

繰入 

心身障害者扶養保険責任準備金への当該事業年度の繰入額を計上し

ております。 

 
５．貸借対照表関係 

（１）退職給付引当金の見積額  179,268,746 円 

（２）賞与引当金の見積額     4,146,497 円 

 

６．キャッシュ・フロー計算書関係 

（１）資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 64,980,473円 

資金の期末残高   64,980,473円 

（２）重要な非資金取引  

ファイナンス・リースによる資産の取得 

工具器具備品 1,585,140円 

 

７．行政サービス実施コスト計算書関係 

引当外退職給付増加見積額23,429,655 円のうち、国からの出向職員に係る額は41,370円です。 

 

８．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

（金融商品の時価関係） 
ア 金融商品の状況に関する事項 
（１）金融商品に対する取組方針    

    当勘定は、独立行政法人福祉医療機構法第12条に基づき、心身障害者扶養保険事業を実施してお

ります。この事業を実施するため、扶養保険資金を設けております。 
（２）金融商品の内容及びそのリスク 
   当勘定が保有する金融資産は、主として金銭の信託であり、発行体における信用リスク及び市場

価格の変動リスクに晒されておりますが、これらの運用は独立行政法人福祉医療機構法第12条第 6

項の規定に基づく方法に限定されております。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当勘定は、金銭の信託について、生命保険会社の決算報告等により四半期ごとに各社の運用実績

等を把握し、その内容を内部検証するとともに、外部有識者等からなる心身障害者扶養保険事業財

務状況検討会において確認等の検証を行っております。 
② 市場リスクの管理 

・価格変動リスクの管理 

当勘定は、金銭の信託について、扶養保険資産運用委員会において分散投資等の運用ルールを設

定するとともに、毎月、資産全体の資産構成割合と基本ポートフォリオとの乖離状況を把握し、あ

らかじめ設定した乖離許容幅内に収まるよう管理しております。 



イ 金融商品の時価等に関する事項      
  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 

(2) 金銭の信託 

64

61,159

64

61,159

-

-

 
（注1） 金融商品の時価の算定方法 

(1) 現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

(2) 金銭の信託 

     取引金融機関から提示された価格によっております。 

 

 



 
 
 
 
 
 

附    属    明    細    書 
 

（ 保 険 勘 定 ） 
 
 
 
 
 

 



１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（｢第８７ 特定の償却資産の減価に係る会計処理｣による損益外減価償却相当額も含む｡）の明細
（単位：円）

２　法令に基づく引当金等の明細
（単位：円）

（注）

(注) 根拠となった法令及び計上の基準については、重要な会計方針（４）を参照してください。

３　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細
（単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

平成２２年度交付分

（単位：円）

計 104,667,772

合 計 104,667,772

103,801,665

－

866,107

－

計 －

費用進行基準
による振替額 資 本 剰 余 金

資産見返運営費交付金

運 営 費 交 付 金 収 益
①当該業務にかかる損益等
ァ）損益計算書に計上した費用の額：103,837,356円
　（心身障害者扶養保険業務費：69,231,801円、一般管理費：34,605,555円）
ィ）自己収入に係る収益計上額：35,691円
　（雑益：35,691円）
ゥ）固定資産の取得額：866,107円
　（建物：51,266円、工具器具備品720,763円、ソフトウェア：94,078円）
②運営費交付金の振替額の積算根拠
損益計算書上の費用と自己収入に係る収益の差引相当額を運営費交付金収益に計上すること
としております。

－

　－　(業務達成基準を採用した業務は無い)

－
－
－

計 －

　－　(期間進行基準を採用した業務は無い)
－

資 本 剰 余 金
資産見返運営費交付金
運 営 費 交 付 金 収 益

資 本 剰 余 金
資産見返運営費交付金
運 営 費 交 付 金 収 益

金 額 内 訳

177,136 81,592 26,467 95,544

1,784,098 4,986,498

1,745,831

10,231,629 5,245,131

9,808,8932,305,903

当　期
増加額

当　期
減少額

有 形 固 定 資 産
(償却費損益内)

建 物 194,334 51,266

工 具 器 具 備 品 7,719,060

車 両 運 搬 具 177,136 － －

－

計 8,090,530 2,357,169

資 産 の 種 類
期　首
残　高

216,070

216,070

期　末
残　高

減 価 償 却 累 計 額 差引当期末
残　　　高

摘要

当 期 償 却 額

245,600 47,361 11,800 198,239

4,692,7155,116,178

7,458,029－
無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア
(償却費損益内)

当期増加額

7,363,951 94,078

期 末 残 高運営費交付金
収 益

資 産 見 返
運営費交付金

資 本 剰 余 金 小 計

区　　　　分 期首残高

当 期 振 替 額

2,322,640,569 －
当期減少額

4,531,281 1,475,080 2,926,748

期末残高 摘 要

交付年度

心 身 障 害 者 扶 養 保 険 責 任 準 備 金

－ －平成２０年度 14,330,424

期 首 残 高
運営費交付金
当 期 交 付 額

72,257,814,98469,935,174,415

平成２２年度 －

14,330,424

866,107 － 104,667,772 13,256,228

－ － －

117,924,000 103,801,665
平成２１年度 33,212,608 － － － － － 33,212,608

104,667,772 60,799,260

区 分

866,107 －合 計 47,543,032 117,924,000 103,801,665

業務達成基準
による振替額

期間進行基準
による振替額



（３）運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

４　役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、千円未満切捨て、人）

　　(注) １  役員に対する給与等の支給基準の概要
　　　　　　 役員の給与及び退職手当については、独立行政法人福祉医療機構役員給与規程等に基づき、適正額を支給しております。
　　　　 ２　職員に対する給与等の支給基準の概要
　　　　　　 職員の給与及び退職手当については、独立行政法人福祉医療機構職員給与規程等に基づき、各職員の職能に応じて適正額を支給しております。
　　　　 ３　職員等の給与の｢支給人員｣数は、年間平均支給人員数を記載しております。
　　　　 ４　()は非常勤の役員及び職員に対するもので外数です。

－ 　－　(期間進行基準を採用した業務は無い)

心 身 障 害 者
扶 養 保 険 業 務

8,840,486

一 般 管 理 費 4,415,742

13,256,228

費用進行基準
を採用した業
務 に 係 る 分

○ 運営費交付金債務残高の発生理由は、効率的な経費の執行に努めたこと等に伴
い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したものです。
（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしており
ます。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画どおりに
実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はあ
りません。
○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において
収益化する予定です。

小 計 13,256,228

計

交付年度
運 営 費 交 付 金 債 務 残 高

残高の発生理由及び収益化等の計画
業　務　等　区　分 金 額

平成２０年度

業務達成基準
を採用した業
務 に 係 る 分

－ － 　－　(業務達成基準を採用した業務は無い)

期間進行基準
を採用した業
務 に 係 る 分

－ － 　－　(期間進行基準を採用した業務は無い)

心 身 障 害 者
扶 養 保 険 業 務

9,556,860

一 般 管 理 費 4,773,564

14,330,424

費用進行基準
を採用した業
務 に 係 る 分

○ 運営費交付金債務残高の発生理由は、効率的な経費の執行に努めたこと等に伴
い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したものです。
（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしており
ます。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画どおりに
実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はあ
りません。
○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において
収益化する予定です。

小 計 14,330,424

計

(123) (0.03)

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

56,251 6.32 3,758 0.28
合 計

(123) (0.03)

2,045 0.14 － －

平成２２年度

業務達成基準
を採用した業
務 に 係 る 分

－ － 　－　(業務達成基準を採用した業務は無い)

期間進行基準
を採用した業
務 に 係 る 分

－

役 員

平成２１年度

業務達成基準
を採用した業
務 に 係 る 分

－ － 　－　(業務達成基準を採用した業務は無い)

期間進行基準
を採用した業
務 に 係 る 分

54,206 6.18 3,758 0.28
職 員

計 33,212,608

－ － 　－　(期間進行基準を採用した業務は無い)

費用進行基準
を採用した業
務 に 係 る 分

心 身 障 害 者
扶 養 保 険 業 務

22,149,257
○ 運営費交付金債務残高の発生理由は、効率的な経費の執行に努めたこと等に伴
い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したものです。
（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしており
ます。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画どおりに
実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はあ
りません。
○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において
収益化する予定です。

一 般 管 理 費 11,063,351

小 計 33,212,608



６　上記以外の主な資産の明細

金銭の信託の明細
（単位：円）

摘 要
当期増加額 当期減少額

区 分 期 首 残 高
信託元本

運 用 損 益

167,752,539 61,159,254,981金 銭 の 信 託 60,299,762,442 12,638,400,000 11,946,660,000

期 末 残 高

５　セグメント情報

（単位：円）

事業費用 106,380,918 21,095,991,800 21,202,372,718

心身障害者扶養保険業務費 71,542,634 21,095,991,800 21,167,534,434

一般管理費 34,838,284 － 34,838,284

事業収益 106,380,918 21,955,484,339 22,061,865,257

運営費交付金収益 103,801,665 － 103,801,665

心身障害者扶養保険事業収入 － 21,955,484,339 21,955,484,339

資産見返運営費交付金戻入 2,543,562 － 2,543,562

雑益 35,691 － 35,691

事業損益 0 859,492,539 859,492,539

総資産 72,894,449 61,159,254,981 61,232,149,430

  （主要資産内訳）

流動資産

現金及び預金 64,980,473 － 64,980,473

金銭の信託 － 61,159,254,981 61,159,254,981

（注） 1 経理の種類の区分及び内容は以下のとおりです。

（区分方法については、独立行政法人福祉医療機構の業務運営並びに財務及び会計に関する省令に基づいて区分したものです。）

業務経理：業務に関する事務の処理に係る経理

給付経理：その他の経理

2 引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額のセグメント別金額は以下のとおりです。

業 務 経 理 給 付 経 理 合 計

△ 31,248 － △ 31,248

引当外退職給付増加見積額 23,429,655 － 23,429,655

区 分 業 務 経 理 給 付 経 理 合 計

区 分

引当外賞与見積額


